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支

援

＜大学（ガバナンス）改革＞＜大学の機能別分化＞
大学全体として地域を志向した教育・研究・社会貢献を推進

地域産業界ＮＰＯ等

・地域課題について意見交換
・地域のニーズに合った教育研究の在り方を
共同構築
・関係団体の合同フォーラム等の開催による
成果の共有・発信 等

＜大学と自治体との対話の場＞

地域の教育力を大学に還元

大学の知を地域再生･活性化に活用

文科省
施策の有機的連携

D大学

B大学

C大学

A大学

２．事業のねらい

１．背景
○地域の課題解決に応える教育研究を行ってほしい。
○学生が地域社会に出てから役立つ学びに力を入れてほしい。
○教員個人のつながりから、大学が組織的に取り組む連携体制に発展させてほしい。

◎大学が地域の再生・活性化に貢献
○大学が地域の課題をより直視 → 教育研究の活性化
○学生が地域の課題解決に参画 → 学生の実践力育成

＜大学に対する期待＞

＜大学が地域の課題解決に取り組む意義・効果＞

３．支援対象と目標

全学的に地域を志向した教育・研究・社会貢献を進める大学を支援することで、
→学長のリーダーシップの下、大学のガバナンス改革を推進
→各大学の強みを活かした大学の機能別分化を推進

・ 自治体等と連携し、全学的に地域を志向した教育・研究・社会貢献を進める
大学（短大・高専を含む）が対象（自治体・大学ともに、複数・単独があり得る）。
・ 学内組織が有機的に連携し、「地域のための大学」として全学的に地域再生・
活性化に取り組み、将来的に教育カリキュラム・教育組織の改革につなげる。
・ 地域の課題（ニーズ）と大学の資源（シーズ）のマッチングや自治体・大学の
協働による地域振興の取組を進める。

４．支援条件

自治体（県）

自治体（市）

関係省庁

支

援

①全学的な取組としての位置付けを明確化（学則等の位置付け、全教職員へのFD・SDの徹底など）
②大学の教育研究と一体となった取組
（全学生が在学中に一科目は地域志向科目を履修する教育カリキュラム・教育組織の改革は必ず実施）

③大学と自治体が組織的・実質的に協力（協定、対話の場の設定など）
④これまでの地域との連携の実績
⑤自治体からの支援の徹底 -マッチングファンド方式- （財政支援、 建物無償貸与、人員派遣など）

事業概要 平成２６年度予算案 ３４億円
（平成２５年度予算額 ２３億円）

１

＜産学連携や地場産業の振興(例)＞
・地域への研究成果の還元
・地元企業への技術指導

＜地域活性化の取組(例)＞
・子どもの学び支援
・子育て支援
・商店街活性化活動

大学全体としての
総合的な取組

↓
将来的な教育カリ
キュラム・教育組織

の改革

＜地域人材の育成・雇用機会の創出(例)＞
・地域再生･活性化の中核となる人材養成
・高齢化社会における学びや交流の場の提供
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平成２５年度 採択大学（地域一覧）

２

①小樽商科大学
㉑札幌市立大学

②岩手大学

③宮城教育
大学

⑤山形大学
㉜東北公益
文科大学

⑥福島大学㊳長岡大学

⑦宇都宮
大学

㉝高崎商科
大学

㉞東京国際大学
⑧千葉大学
㊻聖徳大学
短期大学部

㉒横浜市立
大学

㉔山梨
県立
大学

⑪信州大学
㊵松本大学

㉓富山県立
大学

⑨金沢大学
㊴金沢工業大学

⑫岐阜大学

㊶名古屋学院
大学

㊷中部大学

⑩福井大学

㉕滋賀
県立
大学

㉘奈良
県立
大学

㊼和歌山信愛
女子短期大学

⑭鳥取大学

㊹吉備国際
大学

⑰香川大学

⑱高知大学

㉚長崎県立大学 ㉛大分
県立看護
科学大学

⑲宮崎大学

⑳琉球大学

④秋田大学

㉙山口
県立大学

⑮島根大学
51 島根県立大学
51 島根県立大学
短期大学部

52 佐賀大学
52 西九州大学

⑯広島大学
㊹広島修道大学
㊽広島商船高等
専門学校

㊿大阪府立大学
㊿大阪市立大学

⑬京都大学
㊾京都工芸繊維大学
㊾舞鶴工業高等専門学校

㉟東海大学
㊱杏林大学
㊲芝浦工業大学

㊸園田学園女子大学
㉖神戸市看護大学
㉗兵庫県立大学

（凡例）
青文字⇒国立 ⇒未採択都道府県
赤文字⇒私立 1)青森県､2)茨城県､3)静岡県､4)三重県､
緑文字⇒公立 5)徳島県､6)愛媛県､7)福岡県､8)熊本県､

9)鹿児島県

下線のある機関は共同申請によるもの

申請区分
単独 共同 合計

申請数採択数申請数採択数申請数採択数

件数 299 48 20 4 319 52
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２ 事業の概要

平成２６年度「地（知）の拠点整備事業」公募要領①

○事業目的をより明確に記載

○全学生が在学中に一科目は地域志向科目を履修する教育カリキュラム・

※「地域志向科目」とは、本事業の目的に沿った人材育成のために必要な学修

を実施する科目のこと

部の専門科目の一部を地域志向科目として必修化する など様々な方法が
※地域志向科目を全学必修とする、地域志向科目群を選択必修とする、各学

考えられる。各大学で創意工夫いただきたい

１ 事業の背景・目的

教育組織の改革を必須とする

（１）対象となる事業

３
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平成２６年度「地（知）の拠点整備事業」公募要領②

学内に周知徹底することを明記

○自治体とのコストシェアの必要性と自治体からの支援の徹底を明記

（１）対象となる事業

（２）申請者等
○平成２５年度に採択された大学は、申請することはできないことを明記

（３）地域・自治体等
○自治体からの支援は、補助期間中に充実させていくことを必須とする

（４）選定件数と申請件数
○選定件数は、申請の状況等により予算の範囲内において調整

４

○地域を志向した大学であることを、全教職員を対象としたFD・SD等により
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平成２６年度「地（知）の拠点整備事業」公募要領③

○平成２５年度より１割程度削減

・補助金基準額 ５８，０００千円 ５３，０００千円

（７）経費の範囲

（６）事業規模

○地域志向教育研究経費が、真に事業の趣旨に合致した経費となるよう、

○シンポジウム、広告費及び旅費等が事業目的に照らして過度に華美と

・補助事業上限額 １２０，０００千円 １００，０００千円

必要事項を明記

ならないよう特に注意すること
また、外国旅費の必要性は十分検討すること

５
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３ 審査方法・基準等

平成２６年度「地（知）の拠点整備事業」公募要領④

（３）その他

○今年度の審査に関して、特に配慮する点を追加

①地域（同一都道府県内での選定件数等）、学校種や設置形態、大学の規模等
のバランス

②大学の機能別分化を推進する重点的な支援であるという本事業の目的から、

大学として、「地域の知の拠点」であるということにファーストプライオリティを

置いているかどうか

４ 申請方法等

（３）その他
○申請書等に、著しい形式的な不備がある場合は審査対象外とすることを明記

６
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５ その他

（３）その他
○中間評価の結果により、事業の中止を含めた計画の見直しを行わせるとともに
その内容を公表することを明記

６ 問合せ先等

（２）スケジュール
・１月１５日（水） 公募開始 ・６月中 面接審査

（仙台・金沢・大阪・福岡） ・８月中 事業開始

・２月中 個別相談会 ・７月中 採択大学決定

・４月８日（火）～９日（水） 公募締切

・５月中 書面審査

平成２６年度「地（知）の拠点整備事業」公募要領⑤

７
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計画調書（様式２）①

Ⅰ．大学の目的・目標を踏まえた「地域志向」

○平成２５年度の様式から「１．大学等の目的・目標」を削除

Ⅱ．「地域」の設定

○地図上に大学の所在地を明確に示すこと

○連携自治体の政策課題等の引用などにより、地域がその課題を抱えている

ことが明確に分かるよう記入すること

Ⅲ．地域を志向した教育・研究・社会貢献の現状、達成目標及び具体的取組

○教育・研究・社会貢献の項目毎に必ず、定量的な目標を設定すること

○平成２５年度の様式から「Ⅳ．地域を志向した具体的な取組」を統合

８
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計画調書（様式２）②

Ⅲ．地域を志向した教育・研究・社会貢献の現状、達成目標及び具体的取組

○地域志向教育研究経費を計上している場合は、その用途を記入すること

Ⅵ．事業実施計画等

○事業期間中の取組について、各年度の経費との関連性を明確にすること

○教職員を雇用する経費を計上している場合は、各人の職務内容と、
補助期間終了後の継続雇用又は雇用しない場合は当該役割の引き継ぎに

９

ついて記入すること


